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水準で正に有意であるという結果が示された．続いてデータ期間を 1980 年から 1991 年までと
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表５ 記述統計量
平均 標準偏差 最小値 最大値
生活関連公共投資の配分率 0.562 0.121 0.329 0.891
公共投資の地方負担分割合 0.615 0.086 0.278 0.798
地方主体事業の地方負担分割合 0.584 0.084 0.274 0.771
人口成長率（％） 0.248 0.456 −1.23 2.09
地方主体事業の地方負担分/
公共投資総額
0.949 0.020 0.865 0.998
一般財源比率 0.509 0.045 0.316 0.665
地方税比率 0.285 0.112 0.125 0.660
地方税/一般財源 0.550 0.178 0.289 0.992
一人当たり公共投資総額（万円） 35.859 10.423 16.199 83.048
経済成長率 0.024 0.028 −0.092 0.164
表６ 相関係数
A B C D E F G H I J
A 1.000
B 0.413 1.000
C 0.444 0.984 1.000
D 0.098 −0.080 −0.045 1.000
E 0.290 0.188 0.356 0.180 1.000
F −0.122 0.281 0.267 −0.057 −0.002 1.000
G −0.133 0.280 0.274 −0.062 0.031 0.717 1.000
H −0.056 0.094 0.097 −0.072 0.035 −0.135 0.543 1.000
I −0.026 −0.394 −0.383 0.134 −0.047 −0.512 −0.409 −0.049 1.000




1991 年から 2002 年までに分け，同じ被説明変数・説明変数を用いて回帰分析を行った．これ
によって景気が良い時期（1980 年から 1991 年）と悪い時期（1991 年から 2002 年）とで効果が
異なるかどうかを検証した．その場合も公共投資の地方負担割合・地方主体事業の地方負担割
合ともに統計的に１％有意水準で正に有意であるという結果が示された．ただし，公共投資の
地方負担割合・地方主体事業の地方負担割合の係数値はともに 1991 年から 2002 年までの期間
のほうが高いことが示された．このことは近年のほうが公共投資予算配分にとって，財政的に
地方分権する効果が大きいことを示している．最後に一人当たり県内総生産の高い順に並べ，










































































とができなかった．またデータ期間を 1980 年から 1991 年までと 1991 年から 2002 年までに分
け，同じ被説明変数・説明変数を用いて回帰分析を行った．その場合は 1980 年から 1991 年の
期間においては統計的に 10％有意水準で負に有意であるという結果が示されたが，1991 年か




































































































1980 年から 1991 年の期間においては統計的に 10％有意水準で負に有意という結果が示され








12）一人当たり県内総生産の高い順に並べ，上位 24都府県と下位 23 道県に分け，かつデータ期間を 1980 年




































































































































































































































































であるという結果が示された．またデータ期間を 1980 年から 1991 年までと 1991 年から 2002












































となっている．表 7-3-cの２を見ると 1980 年から 1991 年まで期間の地方税/一般財源の係数
は統計的に有意な結果が示されていない．また表 7-3-cの１と３を見ると一般財源比率の係数
のほうが地方税比率の係数より大きいことが示されている．このことは 1980 年から 1991 年ま
で期間においては地方税による財源移譲よりも地方交付税などで地方に財源補填するほうが，



















































































































































































































イコノミカ，vol. 42 (1)，pp. 33-52
[18] 佐野薫・森田雄一，2006，財政再建策がもた
らす影響に関する定量的分析，オイコノミカ，





















――，オイコノミカ，vol . 37 (3・4)，pp.
81-92
[28] 堀場勇夫，1999，地方分権の経済分析，東洋
経済新報社
[29] 三井清・太田清，1995，社会資本の生産性と
公的金融，日本評論社
― 71 ―
[30] 三井清，2001，第２章 公共投資の地域間配
分とその経済効果，地方経済の自立と公共投
資に関する研究会報告書，財務省財務総合政
策研究所
[31] 宮崎智視，2004，財政移転，公共投資と地域
経済の効率性，日本経済研究，No. 48，March，
pp. 58-75
[32] 宮島洋，1989，財政再建の研究―歳出削減政
策をめぐって，有斐閣
[33] 山田明，2003，公共事業と財政―戦後日本の
検証，高菅出版
[34] 横田茂・永山利和，1995，転換期の行財政シ
ステム，大月書店
[35] 吉田和男，1986，財政運営の安定性，フィ
ナンシャル・レビュー，vol. 1，April，pp. 77-86
[36] 吉野直行・中野英夫，1996，公共投資の地域
配分と生産効果，フィナンシャル・レビュー，
vol. 41，December，pp. 41-51
[37] 吉野直行・中野英夫，1999，公共投資の経済
効果，日本評論社
（2007 年８月 13日受領）
― 72 ―
